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資料１資料１ 平成２４年度における平成２４年度におけるＣＰＤの対象工事についてＣＰＤの対象工事について

平成２３年度に引き続き 平成２４年度においても 下記の工事についてＣＰＤを評価項目平成２３年度に引き続き、平成２４年度においても、下記の工事についてＣＰＤを評価項目
として採用することとしたい。

業 種 ２４年度予定の主な工事 工事件数 求めるＣＰＤ団体

・全国土木施工管理技士連合会

土木工事
ダクト撤去・設置工事
進入灯耐震補強工事

２件

全国土木施工管理技士連合会
（建設系ＣＰＤ協議会）

・土木学会 （建設系ＣＰＤ協議会）
・日本技術士会 （建設系ＣＰＤ協議会）

建築工事
庁舎（局舎）改修工事
庁舎（局舎）耐震工事

１６件 ・建築ＣＰＤ運営会議

・空気調和・衛生工学会
（建設系ＣＰＤ協議会

機械工事 空気調和設備工事 ９件
（建設系ＣＰＤ協議会、

建築設備士関係団体ＣＰＤ協議会）
・日本技術士会 （建設系ＣＰＤ協議会）
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資料２資料２ 平成２４年度における登録基幹技能者の対象工事について平成２４年度における登録基幹技能者の対象工事について

平成２３年度 引き続き 規模 種等 内容を検討した上 平成２４年度も 記平成２３年度に引き続き、規模・工種等の内容を検討した上で、平成２４年度も下記の工
事において、登録基幹技能者を評価項目として採用することとしたい。

土木工事 ２件

外壁仕上 防水 鉄筋 型枠 内装仕

建築工事 １３件

ダクト撤去・設置工事 配管、機械土工

進入灯耐震補強工事 海上起重

庁舎（局舎）
改修工事

外壁仕上、防水、鉄筋 型枠、内装仕
上工事、建設塗装から工事内容により
選択

庁舎（局舎）
鉄筋 型枠

庁舎（局舎）
増築工事

鉄筋 型枠

機械工事 ９件 電気工事 ４件（道路駐車場工事対象）

空気調和設備工事 電気工事、配管、
保温保冷、

冷凍空調

道路駐車場灯
改良工事 電気工事、配管
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建築工事については ダンピング受注（低入札）対策として

資料３資料３ 建築工事における施工体制確認型の拡大について建築工事における施工体制確認型の拡大について

建築工事については、ダンピング受注（低入札）対策として、
① 簡易Ⅰ型については、 施工体制確認型を試行的に6,000万円から1,000万円に拡大することとしたい。
② 簡易Ⅱ型（実績重視型）についても、試行的に施工体制を審査・評価の項目として追加し、実施することとしたい。

また、特別重点調査も同様に拡大することとしたい。

【平成２３年度】 【【平成２４年度平成２４年度】】

WTO
標準型【WTOﾀｲﾌﾟ】

6 9億 標準型【WTOﾀｲﾌﾟ】WTO6.9億

簡易Ⅰ型
標
準
型

標準型【WTOﾀｲﾌ 】WTO

5.8億

簡易Ⅰ型
標
準
型

試行範囲試行範囲型
1.0億

6千万

型1.0億

6千万
拡拡 大大

試行範囲試行範囲

拡大拡大

2千万

簡易Ⅱ型 簡易Ⅰ型

1千万

簡易Ⅱ型 簡易Ⅰ型

1千万

拡拡 大大

1千万

価格競争

工事
難易度

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

1千万

価格競争

工事
難易度

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 
施工体制確認型施工体制確認型

の対象範囲の対象範囲

44国土交通省国土交通省 大阪航空局大阪航空局 Osaka Regional Civil Aviation BureauOsaka Regional Civil Aviation Bureau

(※) ダンピング受注は、工事の手抜き、下請け企業へのしわ寄せ、賃金の低下や社会保険等の未加入等の労働条件の悪化、安全対策等の不徹底、コスト縮減のための重層下請け
化等に繋がりやすく、結果として工事の品質確保に支障を来し、安全性にも影響を与えかねず、また、国民の負担の増加にも繋がりかねないことから、その排除は重要な課題。



資料４資料４ 総合評価落札方式における手続きの効率化について総合評価落札方式における手続きの効率化について

（１） 建築工事における工事希望型競争入札方式の

Ｐ６

（１） 建築工事における工事希望型競争入札方式の

一般競争入札方式への移行について ・・・・・・

Ｐ７（２） 建築工事における施工体制確認作業の効率化について・・・
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(1) (1) 建築工事における工事希望型競争入札方式の一般競争入札建築工事における工事希望型競争入札方式の一般競争入札

方式への移行について方式への移行について方式への移行について方式への移行について
・大阪航空局が発注する建築工事においては、平成１８年１０月１日より工事希望型競争入札方式を実施しており、平成２１年度
以降は予定価格500万円から2,000万円までの範囲で実施している。
・工事希望型競争入札方式では 競争参加者を２０者程度選定する業務に加え 選定された者から提出された技術資料の審査

【平成２３年度】 【【平成２４年度平成２４年度】】

工事希望型競争入札方式では、競争参加者を２０者程度選定する業務に加え、選定された者から提出された技術資料の審査
を行う必要があるため、一般競争入札方式に比べて業務量が増大である。
・以上のことから、平成２４年度より一般競争入札方式で実施することとしたい。

5.8億

一般競争入札

（ＷＴＯ）6.9億

一般競争入札

（ＷＴＯ） 総
合

【平成２３年度】 【【平成２４年度平成２４年度】】

総
合

一般競争入札

一般競争入札

合
評
価
方

を
実
施

合
評
価
方

を
実
施

55百万円百万円

般競争入札

11千万円千万円

22千万円千万円

55百万円百万円
工事希望型 11千万円千万円

方
式

方
式

2.52.5百万円百万円
指名競争 (※1)

随意契約 (※1)

2.52.5百万円百万円
指名競争 (※1)

随意契約 (※1)
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(※1) 会計法第２９の３条第５項の規定により、指名競争又は随意契約に付することができる。
(※2) 平成２３年度実施した建築工事において、工事希望型競争入札方式（指名競争入札）で入札を実施したところ、入札参加者が１者のみで入札中止となり、再度

一般競争入札方式で契約手続きを行なった経緯がある。



(2) (2) 建築工事における施工体制確認作業の効率化について建築工事における施工体制確認作業の効率化について

施工体制確認作業の効率化のため 「施工体制確保にかかる確認書」の提出等により 施工内容施工体制確認作業の効率化のため、「施工体制確保にかかる確認書」の提出等により、施工内容
の実現確実性の向上が確認できる場合は、ヒアリングの省略を可能とすることとしたい。

【【平成２３年度平成２３年度】】 【【平成２４年度以降平成２４年度以降】】

入札説明書 作成 入札説明書 作成
「施工体制確保にかかる確認書」「施工体制確保にかかる確認書」

（別添様式１８）（別添様式１８）

変変 更更

公 告
入札説明書の交付

公 告
入札説明書の交付

・「施工体制確保にかかる確認書」の様式を
追加

開 札

競争参加資格確認結果の通知

開 札

競争参加資格確認結果の通知

変変 更更

開 札

ヒアリング（電話確認）

開 札

「施工体制確保にかかる確認書」「施工体制確保にかかる確認書」
提出提出

・「ヒアリング結果確認書」にかえて、「施工体
制確保にかかる確認書」の提出を求める。

契 約

ヒアリング結果確認書提出

契 約

提出提出
・入札書、工事費内訳書及び「施工体制
確保にかかる確認書」の内容により、十分
に施工体制の確認ができる場合は、ヒアリ
ングを省略

(※)書面にて確認することにより 電話よりも
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(※)書面にて確認することにより、電話よりも
確実かつ効率的に施工体制を確認するこ
とができる。



空港土木工事への「空港工事施工管理技術者」の導入検討について空港土木工事への「空港工事施工管理技術者」の導入検討について

制限区域・制限表面など空港特有の制約条件のもとで行われる土木工事において 空港制限区域 制限表面など空港特有の制約条件のもとで行われる土木工事において、空港
工事施工管理技術者を評価項目として採用することを、平成２４年度に試行的に実施したい。

※ 制限区域：「空港事務所長の承認を受けた者」並びに「航空機に乗降する航空機乗組員及び旅客」以外の立入りを制限する「滑走路その他の離着陸区域、誘導路、

■空港土木工事の特性

空港には一般に見られない特有な施設や規定が存在するほか 工事の実施形態は航空機を運航させながら あるいは

エプロン、管制塔、格納庫その他空港事務所長が標示する区域」として、空港管理規則により定められている区域。

※ 制限表面：航空機の離着陸の安全を確保するために、航空法により物件の設置が制限されている区域。

空港には一般に見られない特有な施設や規定が存在するほか、工事の実施形態は航空機を運航させながら、あるいは
夜間工事によって翌朝日々供用させる等、制約を受けた工事となり航空機の安全運航に直結した作業であるため、配置
予定技術者に空港土木工事に特有の技術と高い知識の技術者が求められている。
【技術者に求められる要件】

（１）制限区域 制限表面の制約条件（２）制限区域内工事の実施規定及び留意点（３）日々供用のもと行う品質管理 等（１）制限区域・制限表面の制約条件（２）制限区域内工事の実施規定及び留意点（３）日々供用のもと行う品質管理 等

■空港工事施工管理技術者とは

平成２３年度に第三者有識者からなる検討会の審議を経て創設された資格制度により認定された技術者で、その目的
は「空港土木工事の品質確保及び安全かつ円滑な施工技術の向上に貢献するとともに優れた技術者の確保と育成及びは「空港土木工事の品質確保及び安全かつ円滑な施工技術の向上に貢献するとともに優れた技術者の確保と育成及び
技術と知識の伝承に寄与すること」とされている。

■総合評価落札方式における加算点について

・配置予定技術者の資格として「１点」を加算することを検討・配置予定技術者の資格として「１点」を加算することを検討

総合評価方式おける評価区分は、「簡易な施工計画」「企業の施工能力」
「配置予定技術者の能力」を設定しており、空港工事施工管理技術者につ
いては、「配置予定技術者の能力」の中の「配置予定技術者の資格」として
加算対象とした
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加算対象としたい。

（空港制限区域内での土木工事）
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資料資料５５ 航空航空灯火・無線施設工事発注案件のタイプ選定見直し灯火・無線施設工事発注案件のタイプ選定見直し

航空灯火・無線施設工事発注案件のタイプ選定（工事難易度）について 下記のとおり航空灯火・無線施設工事発注案件のタイプ選定（工事難易度）について 下記のとおり航空灯火 無線施設工事発注案件のタイプ選定（工事難易度）について、下記のとおり航空灯火 無線施設工事発注案件のタイプ選定（工事難易度）について、下記のとおり
見直しを実施する。見直しを実施する。

直 後 各 事 プ 定 際 難 度 難 定 定 直

【平成22年1月20日 総合評価委員会資料抜粋】
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＜見直し後のメリット＞ 各工事のタイプ選定をする際、難易度を易～難で選定していたものをⅠ～Ⅵでの選定に見直しをする。
●他局・部との統一 ●当局の評価事務の適正化



資料６資料６ 航空航空灯火施設工事発注案件の評価項目見直し灯火施設工事発注案件の評価項目見直し

■航空灯火施設工事発注案件の施工実績について類似工事の項目を設定■航空灯火施設工事発注案件の施工実績について類似工事の項目を設定

《評価項目現状》
《【滑走路中心線灯設置工事】の場合の設定例》

＜同種工事設定例現状＞
●同種工事
航空法施行規則第１１７条に規定する飛行場
灯火（地上型又は埋込み型標識灯に限る。）の灯火（地 型又は埋込み型標識灯に限る。）の
設置工事。

《変更後評価項目》
＜変更後同種・類似工事設定例＞
●同種工事
滑走路中心線灯の設置工事。

●類似工事
航空法施行規則第１１７条に規定する飛行場
灯火（地上型又は埋込み型標識灯に限る。）
の設置工事。

●現状では、企業が申請してきた件数により評価を実施（実績が多数あっても１件の申請のみであれば加点無し）。
●よって、品質確保の観点から、該当工事等で主要となる灯火等を同種工事実績として絞り込み、その実績の有無で評価する
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様に変更する事で、評価並びに工事の品質向上を図る。



平成２３年度平成２３年度 第２回第２回

大阪航空局大阪航空局 総合評価等に関する委員会総合評価等に関する委員会

参参 考考 資資 料料 １１参参 考考 資資 料料

平成２４年３月１６日平成２４年３月１６日平成２４年３月１６日平成２４年３月１６日
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資料１資料１ 平成２４年度におけるＣＰＤの対象工事について平成２４年度におけるＣＰＤの対象工事について

（１） ＣＰＤにおける配置予定技術者の

Ｐ３

（１） ＣＰＤにおける配置予定技術者の
登録団体について （参考） ・・・・・・・・・・・・・・

Ｐ４（２） 配置予定技術者の資格とＣＰＤ団体の関係 （参考）・・・・・・・
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(1) (1) ＣＰＤにおけるＣＰＤにおける配置予定技術者の配置予定技術者の登録団体について登録団体について （参考）（参考）

建設系ＣＰＤ協議会又は 建築設備士関係団体ＣＰＤ協議会に参加していない配置予定建設系ＣＰＤ協議会又は、建築設備士関係団体ＣＰＤ協議会に参加していない配置予定
技術者については、以下の団体において登録が可能であり、ＣＰＤ取得単位を加算点に反
映出来る。

業種 対 象 資 格 登録可能な団体

土木 事 建設機械施 技士 土木学会土木工事 建設機械施工技士 土木学会

建築工事 建築施工管理技士（※）
日本建築学会

建築技術教育普及センター建築技術教育普及センタ

平成２３年度より、建築ＣＰＤ運営会議メンバー間において、ＣＰＤ単位が相互に換算される こととなっ（※）
たため、建築施工管理技士を含む建築関係資格取得者のＣＰＤ単位取得の機会は拡大する。

平成２３年度要件 平成２４年度要件

建設系ＣＰＤ協議会における
継続教育推奨単位

各認定団体（建築ＣＰＤ運営会議）にお
いて実施される継続教育推奨単位
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(2)(2) 配置予定技術者の資格とＣＰＤ団体の関係配置予定技術者の資格とＣＰＤ団体の関係 （参考）（参考）

土木施工管理技士

土木学会

全国土木施工管理技士会連合会

建設機械施工技士

配置予定技術者の資格 建設系ＣＰＤ協議会

土木学会

日本技術士会

日本造園学会

技術士

造園施工管理技士士

建設機械施工技士

は建築CPD運営会議メンバー青字

日本建築士会連合会

空気調和・衛生工学会

日本建築構造技術者協会

管工事施工管理技士

は建築CPD運営会議メンバー青字

日本建築構造技術者協会
日本建築家協会

日本建築士事務所協会連合会
全国建設業協会連合会

日本建築学会 (※)
建築施工管理技士

建築士

建築設備士関係団体ＣＰＤ協議会

建築設備技術者協会

建築技術教育普及センター (※)

日本建築学会 (※)

実線 配置予定技術者に求める資格保有
者がＣＰＤ講習受講可能な団体

建築設備士関係団体ＣＰＤ協議会

電気設備学会

日本設備設計事務所協会建築設備士

者がＣＰＤ講習受講可能な団体
破線 配置予定技術者に求める資格保有

者がＣＰＤ講習内容により受講可能
な団体

(※) 建築関連業務において ＣＰＤ講習の単位
空気調和・衛生工学会
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(※) 建築関連業務において、ＣＰＤ講習の単位
登録を行っている団体



資料２資料２ 平成２４年度における登録基幹技能者の対象工事について平成２４年度における登録基幹技能者の対象工事について

（１） 登録基幹技能者の種類選択における（１） 登録基幹技能者の種類選択における
留意点について （参考） ・・・・・・・・・・・・・ Ｐ６
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(1) (1) 登録基幹技能者の種類選択における留意点について（参考）登録基幹技能者の種類選択における留意点について（参考）

登録基幹技能者の種類選択にあた ては 入札参加希望者が 出来る限り有資格者を登録基幹技能者の種類選択にあたっては、入札参加希望者が、出来る限り有資格者を
配置しやすいように設定する。

工事の施工に対し、登録基幹技能者が携わっていることを、監督職登録基幹技能者が携わっていることを、監督職
員が容易に確認できる員が容易に確認できる種類を設定する （大阪航空局工事は監督

●
員が容易に確認できる員が容易に確認できる種類を設定する。（大阪航空局工事は監督
職員が現場に常駐していないため）

施工計画から工事竣工までにおいてウエイト（工種の重要性、金額、ウエイト（工種の重要性、金額、
作業期間）の高い作業期間）の高い工種を勘案して種類を設定する。

●

登録基幹技能者データベース（財団法人建設業振興基金ＨＰ）を活
用し できる限り工事地域に対象者数が多い工事地域に対象者数が多い種類を設定する （地

●
用し、できる限り工事地域に対象者数が多い工事地域に対象者数が多い種類を設定する。（地
元の下請業者が対象となる事が多いため）

66国土交通省国土交通省 大阪航空局大阪航空局 Osaka Regional Civil Aviation BureauOsaka Regional Civil Aviation Bureau



資料３資料３ 建築工事における施工体制確認型の拡大について建築工事における施工体制確認型の拡大について

（１） 地方整備局における施工体制確認型

Ｐ８

（１） 地方整備局における施工体制確認型
総合評価方式の対象額について （参考） ・・・・

Ｐ９

（２） ４業種における低入札発生状況
（年度別・工種別状況） （参考） ・・・・・・・・・・・・
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(1)(1) 地方整備局における施工体制確認型総合評価方式の対象額地方整備局における施工体制確認型総合評価方式の対象額
についてについて （参考）（参考）に いてに いて （参考）（参考）

地方整備局では、予定価格1,000万円以上（中部地方整備局を除く）の工事において、施
工体制確認型を適用している。

機関名称 対象額（予定価格） 適用範囲等 開始年度 備 考

体制確認型を適用して る。

東北地方整備局 １，０００万円以上 すべての工事 平成２２年度から 震災関連復旧工事含む

関東地方整備局 １ ０００万円以上 すべての工事 平成２３年度から関東地方整備局 １，０００万円以上 すべての工事 平成２３年度から

北陸地方整備局 １，０００万円以上 すべての工事 平成１９年度から

中部地方整備局 原則全件 原則全件 平成２１年度から中部地方整備局 原則全件 原則全件 平成２１年度から

近畿地方整備局 １，０００万円以上 すべての工事 平成２３年１１月から

中国地方整備局 １，０００万円以上 すべての工事 平成２０年度から

四国地方整備局 １，０００万円以上 すべての工事 平成１９年度から
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九州地方整備局 １，０００万円以上 すべての工事 平成２０年１２月から



(2) (2) ４業種における低入札発生状況（年度別・工種別状況）４業種における低入札発生状況（年度別・工種別状況） （参考）（参考）

■ ４業種における年度別・工種別の低入札状況 ※ 予定価格1千万円未満及び随意契約を除く

平成20年度実績 平成21年度実績 平成22年度実績
平成23年度実績
（12月末現在）

工事業種

平成 年度実績 平成 年度実績 平成 年度実績
（12月末現在）

対象

低入札

対象

低入札

対象

低入札

対象

低入札

応札 応札 応札

件数 件数 件数 件数件数
応札
者数

（平均）

低入
率

件数

応札
者数

（平均）

低入
率

件数

応札
者数

（平均）

低入
率

件数

応札
者数

（平均）

低入
率

[件] [件] [者] [%] [件] [件] [者] [%] [件] [件] [者] [%] [件] [件] [者] [%][件] [件] [者] [%] [件] [件] [者] [%] [件] [件] [者] [%] [件] [件] [者] [%]

土木工事 5 0 0 0.0 3 1 3 33.3 1 0 0 0.0 5 1 7 20.0

建築工事建築工事 1818 1111 7.47.4 61.161.1 1111 77 44 63.663.6 1616 66 44 37.537.5 99 33 44 33.333.3

管工事 18 3 2.7 16.7 10 2 4.5 20.0 20 6 2.7 30.0 5 0 0 0.0

ほ装工事 1５ 0 0 0.0 17 1 6 6.7 18 0 0 0.0 13 0 0 0.0
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資料４資料４ 総合評価落札方式における手続きの効率化について総合評価落札方式における手続きの効率化について

Ｐ１１（１） 工事希望型競争入札方式の概要 （参考） ・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ１１

Ｐ１３

（１） 工事希望型競争入札方式の概要 （参考） ・・・・・・・・・・・・・・

（２） 建築工事における施工体制確認作業の効率化について・・・ Ｐ１３（２） 建築工事における施工体制確認作業の効率化について
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(1) (1) 工事希望型競争入札方式の概要工事希望型競争入札方式の概要 （１）（１） （参考）（参考）

■■ 工事希望型競争入札方式の手続きについて工事希望型競争入札方式の手続きについて （平成（平成1818年年99月月2626日日 阪空経第阪空経第301301号）号）■■ 工事希望型競争入札方式の手続きについて工事希望型競争入札方式の手続きについて （平成（平成1818年年99月月2626日日 阪空経第阪空経第301301号）号）
■■ 工事希望型競争入札方式の手続きの運用について工事希望型競争入札方式の手続きの運用について （平成（平成1818年年99月月2626日日 阪空経第阪空経第302302号）号）

適用する工事の範囲適用する工事の範囲

1件につき見積価格が11億円未満の工事億円未満の工事のうち 次に掲げる工事以外の工事1件につき見積価格が11億円未満の工事億円未満の工事のうち、次に掲げる工事以外の工事
１．「大阪航空局における一般競争の拡大について」（平成17年11月11日付け阪空経第3346号）の記1(2)により

一般競争とする工事
２．予算決算及び会計令第９４条第１項第１号により指名競争とする工事
３ 予算決算及び会計令第９９条第１項第２号により随意契約とする工事３．予算決算及び会計令第９９条第１項第２号により随意契約とする工事
ただし、１件につき見積価格が１千万円未満１千万円未満の工事であって,競争に加わるべき者が少数であると認められる工事

にあっては、当分の間、指名競争当分の間、指名競争によることができる。

大阪航空局では、平成１８年１０月１日以降に入札手続を開始する１千万円以上１億円未満の工事１千万円以上１億円未満の工事大阪航空局では、平成１８年１０月１日以降に入札手続を開始する１千万円以上１億円未満の工事１千万円以上１億円未満の工事
については、工事希望型競争入札方式を適用

■■ 「工事希望型競争入札方式の手続きについて」の一部改正について「工事希望型競争入札方式の手続きについて」の一部改正について （平成（平成2020年年33月月44日日 阪空経第阪空経第740740号）号）
■■ 「工事希望型競争入札方式の手続きの運用について」の一部改正について「工事希望型競争入札方式の手続きの運用について」の一部改正について

（平成（平成2020年年33月月44日日 阪空経第阪空経第741741号）号）

適用範囲の変更適用範囲の変更

一般競争方式の適用範囲が、6千万円以上に拡大されたことに伴い、工事希望型競争入札方式の適用範囲が11億円億円
未満未満から66千万円未満千万円未満に縮小された。

上記の改正により、平成２０年度以降は、１千万円以上６千万円未満６千万円未満の工事に対して、工事希望型
競争 札方式を適 す な た
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競争入札方式を適用することとなった。



(1) (1) 工事希望型競争入札方式の概要工事希望型競争入札方式の概要 （２）（２） （参考）（参考）

■■ 一般競争入札方式の拡大試行に伴う工事希望型競争入札方式の適用範囲の縮小（平成２１年度）一般競争入札方式の拡大試行に伴う工事希望型競争入札方式の適用範囲の縮小（平成２１年度）■■ 般競争入札方式の拡大試行に伴う工事希望型競争入札方式の適用範囲の縮小（平成２１年度）般競争入札方式の拡大試行に伴う工事希望型競争入札方式の適用範囲の縮小（平成２１年度）

適用範囲の変更適用範囲の変更

「平成２１年度における国土交通省直轄事業の入札及び契約に関する事務の執行について」（平成21年4月23日国空
予管第123号）において、一般競争入札を積極的に試行することが求められたことから、一般競争入札方式を試行的に拡
大することとし、工事希望型競争入札方式の適用範囲を500500万円以上万円以上22千万円未満千万円未満に縮小することとした。

平成２１年度以降は、500500万円以上万円以上22千万円未満千万円未満の工事に対して、工事希望型競争入札方式を適
用する ととな た用することとなった。

【平成１８年１０月から】 【平成２０年度から】 【平成２１年度から】

一般競争

一般競争
一般競争般競争

1.0億

6千万

工事希望型工事希望型
6千万

2千万 2千万事希事希2千万

工事希望型工事希望型
2千万

工事希望型工事希望型1千万 1千万

5百万 指名競争 指名競争 5百万

2 5百万 指名競争
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2.5百万 指名競争

随意契約 随意契約 随意契約



(2) (2) 建築工事における施工体制確認作業の効率化について建築工事における施工体制確認作業の効率化について

施工体制確認作業の効率化のため 入札説明書に「施工体制確保にかかる確認書」の提出を追加

■「入札説明書」に追加する項目■「入札説明書」に追加する項目
① 入札説明書に下記項目を追加する

施工体制確認作業の効率化のため、入札説明書に「施工体制確保にかかる確認書」の提出を追加
することとしたい。

① 入札説明書に下記項目を追加する。

８．（６） 施工体制確認のためのヒアリングの実施
どのように施工体制を構築し、それが施工内容の実現確実性向上につながるか審査するため、予定価格の制限の

範囲内の価格で申し込みをしたすべての入札者に対して、開札後速やかにヒアリング等により確認を実施する。

（※） 入札書、工事費内訳書及び別紙3のⅠ 1.(2)に示す追加資料の内容により、十分に施工体制の確認ができる場合は、
ヒアリングを省略する。

② 入札説明書別紙３に下記項目を追加する。

別紙３
Ⅰ 施工体制確認型総合評価落札方式について
１．ヒアリングのための追加資料

(2) 入札者の申し込みに係る価格が予定価格以下であり、調査基準価格を満たすときは、次の様式の提出を求める。

③ 追加様式１８「施工体制確保にかかる確認書」の提出を追加する。

・施工体制確保に係る確認書（追加様式18）

追加様式１８ 「施工体制確保にかかる確認書」
１．当該工事における品質管理について、適切な施工体制を確保することにより、入札説明書・仕様書等に記載している

要求要件について、確実に実施していただくことができますか。

２．当該工事の品質確保のための施工体制のほか、必要な人員および材料等を確保することにより、適切な施工体制を
確保し、入札説明書・仕様書等に記載している要求要件について、確実に実施していただくことができますか。
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確保し、入札説明書 仕様書等に記載している要求要件について、確実に実施していただくことができますか。

３．当該工事の簡易な施工計画として提案をいただいている内容については、確実に実施していただけますか。



資料５資料５ 航空灯火・無線施設工事発注案件のタイプ選定見直し航空灯火・無線施設工事発注案件のタイプ選定見直し
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資料７資料７ 入札契約の実施状況入札契約の実施状況 【【工事関係工事関係】】

（１） 入札・契約方式別の推移・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ３

（２） 総合評価落札方式の実施率推移・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（３） 低入札発生状況（落札率と低入札の推移）・・・・・・・・・・・・・・

Ｐ４

Ｐ５（３） 低入札発生状況（落札率と低入札の推移）・・・・・・・・・・・・・・

（４） 低入札発生状況（年度別・工種別状況）・・・・・・・・・・・・・・・・・

Ｐ５

Ｐ６

（５） 施工体制確認型の実施率推移・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ７
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(1)(1) 入札・契約方式別の推移入札・契約方式別の推移
■入札・契約方式別の実施状況

8 3538 353
8,4538,453

8 000

10,000

200

250

（ 契約金額合計：百万円 ）（ 件数 ）

一般競争

115115

6,2976,297

8,3538,353

4,6194,619
6,000

8,000

150

200
工事希望型

指名競争

随意契約

33 11 00 113232 44 22

2626
55

33

44

151151
140140

8888 2,000

4,000

50

100

契約金額

平成平成2020年度年度 平成平成2121年度年度 平成平成2222年度年度 平成平成2323年度（年度（1212月末現在）月末現在）

33 11 00 113232 44 22 11
33

00

平成平成2020年度年度 平成平成2121年度年度 平成平成2222年度年度 平成平成2323年度（年度（1212月末現在）月末現在）

入札方式

平成平成2020年度年度 平成平成2121年度年度 平成平成2222年度年度 平成平成2323年度（年度（1212月末現在）月末現在）

契約
件数

全体件数に
対する比率

契約金額
（百万円）

契約
件数

全体件数に
対する比率

契約金額
（百万円）

契約
件数

全体件数に
対する比率

契約金額
（百万円）

契約
件数

全体件数に
対する比率

契約金額
（百万円）

一般競争 115 65.3% 5,373.85 151 93.8% 8,223.33 140 96.5% 8,409.33 88 93.6% 4,557.01

工事希望型 26 14.8% 456.62 5 3.1% 36.70 3 2.1% 35.28 4 4.2% 50.19

指名競争 32 18.2% 422.02 4 2.5% 22.75 2 1.4% 8.66 1 1.1% 3.11

随意契約 3 1.7% 44.26 1 0.6% 70.35 0 0.0% 0 1 1.1% 9.45
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合計 176 100.0% 6,296.75 161 100.0% 8,353.13 145 100.0% 8,453.27 94 100.0% 4,619.76



(2) (2) 総合評価落札方式の実施率推移総合評価落札方式の実施率推移

【H20年度】 工事発注件数の５割相当以上（全工事発注金額の８割以上）【H20年度】 工事発注件数の５割相当以上（全工事発注金額の８割以上）
一般競争入札は、6千万円以上の全ての工事で実施（6千万円未満の工事についても積極的
に一般競争入札を試行）、総合評価方式は、原則1千万円以上の工事で実施

【H21年度】 全工事発注件数の８割相当以上（全工事発注金額の９割以上）
一般競争入札は、２千万円以上の全ての工事で実施、総合評価方式は、引き続き原則1千万
円以上の工事で実施

【H22年度】 引き続き一般競争入札は、２千万円以上の全ての工事で実施、総合評価方式は、原則1千万
円以上の工事で実施

■総合評価適用実施率
（ 件数 ）

円以上の工事で実施

82.3%82.3%

96.9%96.9% 99.7%99.7%
99.2%99.2%

83 9%83 9%

96.6%96.6% 93.6%93.6%
150150

200200

ＨＨ2020年度年度 ＨＨ2121年度年度 ＨＨ2222年度年度 ＨＨ2323年度年度
（12月末現在）

発注工事件数 176 161 145 94

総合評価適用工事件数 94 135 140 88

※ H20年4月 H23年12月末までに 契約が完了

9494

135135

140140

82.3%82.3%

53.4%53.4%

83.9%83.9%

100100

総合評価適用工事件数 94 135 140 88

実施率 （件数比） 53.4% 83.9% 96.6% 93.6%

実施率 （予定価格比） 82.3% 96.9% 99.7% 99.2%

※ H20年4月～H23年12月末までに、契約が完了
した工事のうち総合評価方式を適用したもの。

8282

2626 55 66

8888

00

5050
総合評価適用総合評価適用

価格競争価格競争

実施率（金額比）実施率（金額比）

実施率（件数比）実施率（件数比）
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00

H20H20年度年度 H21H21年度年度 H22H22年度年度 H23H23年度年度……H23年度
（12月末現在）



(3) (3) 低入札発生状況低入札発生状況 （落札率と低入札率の推移）（落札率と低入札率の推移）
■低入札の発生状況

92.6%92.6% 92.3%92.3% 93.3%93.3% 94.1%94.1%92.3%92.3% 95.0%95.0% 92.9%92.9%

92.9%92.9%
100.0%200

（ 落札率落札率 / 低入発生率低入発生率 ）（件数）

正常入札件数正常入札件数

60.0%

80.0%

120

160
低入札件数低入札件数

平均落札率平均落札率

126126
109109 109109

767613.7%13.7% 11.4%11.4% 12.1%12.1%
8 4%8 4%

20.0%

40.0%

40

80

平均落札率平均落札率

低入札発生率低入札発生率

2020 1414 1515 77

12.1%12.1%
8.4%8.4%

0.0%0

H20H20年度年度 H21H21年度年度 H22H22年度年度 H23H23年度（年度（1212月末現在）月末現在）

平均落札率平均落札率

（施工体制）（施工体制）

旧算定方法旧算定方法 新算定方法新算定方法

■調査基準価格の算定方法の見直し (※) 予算決算及び会計令第８５条の基準の取扱いについて
（国官会第24０２号 平成２３年３月２９日）

① 直接工事費の９５％
② 共通仮設費の９０％
③ 現場管理費の７０％７０％
④ 一般管理費の３０％

① 直接工事費の９５％
② 共通仮設費の９０％
③ 現場管理費の８０％
④ 一般管理費の３０％

(※) 予定価格（税込み）が1,000万円以上の工事が対象
（旧算定時と同じ予定価格金額）
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④ 般管理費の３０％ ④ 般管理費の３０％



(4) (4) 低入札の発生状況（年度別・工種別状況）低入札の発生状況（年度別・工種別状況）

■ 年度別・工種別の低入札状況 ※ 予定価格1千万円未満及び随意契約を除く

工事業種

平成20年度実績 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度実績（12月末現在）

工事業種
対象
件数

低入
調査

低入率
対象
件数

低入
調査

低入率
対象
件数

低入
調査

低入率
対象
件数

低入
調査

低入率

土木工事 5 0 0.0% 3 1 33.3% 1 0 0.0% 5 1 20.0%

建築工事 18 11 61.1% 11 7 63.6% 16 6 37.5% 9 3 33.3%

電気工事 33 2 6.1% 43 2 4.7% 29 2 6.9% 32 2 6.3%

管工事 18 3 16.7% 10 2 20.0% 20 6 30.0% 5 0 0.0%

ほ装工事 1５ 0 0.0% 17 1 6.7% 18 0 0.0% 13 0 0.0%

機械器具設置工事 12 0 0.0% 2 0 0.0% 2 0 0.0% 2 0 0.0%

電気通信工事 44 3 6.8% 37 0 0.0% 37 1 2.7% 17 1 5.9%

造園工事 1 0 0.0% 0 0 0.0% 1 0 0.0% 0 0 0.0%

総計 146 19 13.0% 123 13 10.6% 124 15 12.1% 83 7 8.4%
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(5) (5) 施工体制確認型の実施率推移施工体制確認型の実施率推移
■施工体制確認型

施工体制確認型は、平成20年度（10月20日適用）以降、１億円以上１億円以上のすべての工事において試行
（平成19年度（10月1日適用）は、２億円以上２億円以上のすべての工事において試行）

項 目 等 平成20年度 平成21年度 平成22年度
平成23年度
（12月末現在）

契約工事件数 176 161 145 94
135135 140140

176176 161161 145145

（件数）

総合評価適用工事 94 135 140 88

施工体制確認型適用工事
（総合評価の内数）

6 18 24 11

うち低入札工事 0 0 0 0
施工体制確認型

総合評価適用

契約工事件数

00
00

66 1818 2424

1111

9494

8888

9494

■特別重点調査

契約工事件数に対する施工体制
確認型適用工事件数の割合

3.4 ％ 11.2％ 16.6％ 11.7％低入札による落札者

施工体制確認型

平成20年度
平成21年度

平成22年度
平成23年度…

00
00

00

平成23年度
（12月末現在）

■特別重点調査

調査基準価格の引き上げ：施工体制確認型の１億円以上１億円以上のすべての工事（平成21年度 ４月３日適用）

新算定方法新算定方法（ ）旧算定方法

① 直接工事費の７５％
② 共通仮設費の７０％
③ 現場管理費の６０％６０％

新算定方法新算定方法（※）

① 直接工事費の７５％
② 共通仮設費の７０％
③ 現場管理費の７０％７０％

(※) 「低入札価格調査制度対象工事に係る特別重点調査の
試行について」及び「施工体制確認型総合評価落札方
式の試行について」の一部改正について
（国空予管第8-2号、国空技企第1-2号 平成２１年４月３日）
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③ 現場管理費の６０％６０％
④ 一般管理費の３０％

③ 現場管理費の７０％７０％
④ 一般管理費の３０％



資料８資料８ 入札契約の実施状況入札契約の実施状況 【【建設コンサルタント業務関係建設コンサルタント業務関係】】

（１） 入札・契約方式別の推移・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ９

（２） 低入札発生状況（落札率と低入札の推移） ・・・・・・・・・・・・・・

（３） 低入札発生状況（年度別・業務別状況）・・・・・・・・・・・・・・・・・

Ｐ１０

Ｐ１１（３） 低入札発生状況（年度別・業務別状況）・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ１１
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(1) (1) 入札・契約入札・契約方式別の方式別の推移推移
■入札・契約方式別の実施状況入札 契約方式別 実施状況

33 33

1,4051,405

1,500200

（ 契約金額合計：百万円 ）（ 件数 ）

プロポーザル

1616

9090

33 33

11 55

789789 761761

844844 1,000

100

150一般競争

通常指名競争

随意契約

2 5

128128

5959
3232

2121

5353 4141

11 55

500

50

契約金額

平成平成2020年度年度 平成平成2121年度年度 平成平成2222年度年度 平成平成2323年度（年度（1212月末現在）月末現在）

4
2 5

0

2121
00

平成平成2020年度年度 平成平成2121年度年度 平成平成2222年度年度 平成平成2323年度（年度（1212月末現在）月末現在）

入札方式

平成平成2020年度年度 平成平成2121年度年度 平成平成2222年度年度 平成平成2323年度（年度（1212月末現在）月末現在）

契約
件数

全体件数に
対する比率

契約金額
（百万円）

契約
件数

全体件数に
対する比率

契約金額
（百万円）

契約
件数

全体件数に
対する比率

契約金額
（百万円）

契約
件数

全体件数に
対する比率

契約金額
（百万円）

プロポーザル 3 2% 30 3 2% 43 1 1.1% 16 5 7.5% 400

一般競争 16 11% 146 90 59% 982 53 58.2% 566 41 61.2% 352

通常指名競争 128 84% 605 59 38% 374 32 35.2% 149 21 31.3% 92

随意契約 4 3% 8 2 1% 6 5 5.5% 30 0 0.0% 0

99

合計 151 100.0% 789 154 100.0% 1,405 91 100.0% 761 67 100.0% 844

国土交通省国土交通省 大阪航空局大阪航空局 Osaka Regional Civil Aviation BureauOsaka Regional Civil Aviation Bureau



(2) (2) 低入札発生状況（落札率と低入札の推移）低入札発生状況（落札率と低入札の推移）
■低入札の発生状況

78%78%
83%83% 82%82% 84%84%

80%

100%100

（ 落札率 / 低入発生率 ）（件数）

正常入札件数正常入札件数

低入札件数低入札件数

3737 5454

22.9%22.9% 18 2%18 2% 23.3%23.3%
17 6%17 6%

40%

60%

50

平均落札率平均落札率

低入札発生率低入札発生率

1111 1212 77
33

2323 1414

22.9%22.9% 18.2%18.2% 17.6%17.6%

0%

20%

0

H20H20年度年度 H21H21年度年度 H22H22年度年度 H23H23年度（年度（1212月末現在）月末現在）

■調査基準価格の算定方法

業種区分 ① ② ③ ④

諸経費 額

※予定価格（税込み）1,000万円以上

測量業務 直接測量費 測量調査費
諸経費の額に１０分の４を乗じ
て得た額

－

建築関係の
建設コンサルタント業務

直接人件費 特別経費
技術料等経費の額に１０分の
６を乗じて得た額

諸経費の額に１０分の６を乗じて得た額

土木関係の
建設コンサルタント業務

直接人件費 直接経費
その他原価の額に１０分の９を
乗じて得た額

諸経費の額に１０分の３を乗じて得た額

※「予算決算及び会計令第８５条の基準の取扱い
について」の一部改正について
（国官会第2402号平成23年3月29日）

※予定価格（税込み）が1,000万円以上の業務が
対象建設コンサルタント業務 乗じて得た額

地質調査業務 直接調査費
間接調査費の額に１０
分の９を乗じて得た額

解析等調査業務費の額に１０
分の７．５を乗じて得た額

諸雑費の額に１０分の４を乗じて得た額

補償コンサルタント業務 直接人件費 直接経費
その他原価の額に１０分の９を
乗じて得た額

諸経費の額に１０分の３を乗じて得た額

※ ○数字 は 平成２１年度迄 設定数

対象
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※ ○数字については、平成２１年度迄の設定数



(3) (3) 低入札発生状況（年度別・業務別状況）低入札発生状況（年度別・業務別状況）

■ 年度別・業務別の低入札状況 ※ 予定価格1千万円未満及び随意契約を除く

平成20年度実績 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度実績（12月末現在）

業 種

対象
件数

低入
調査

低入率
対象
件数

低入
調査

低入率
対象
件数

低入
調査

低入率
対象
件数

低入
調査

低入率

建設コンサルタント ２０ ７ ３３％ ３０ ９ ３３％ １８ ４ ２２％ 8 2 ２5％

測量 １ １ １００％ ０ ０ ０％ ０ ０ ０％ ０ ０ ０％

地質調査 ３ ３ １００％ １ １ １００％ ２ ２ １００％ 1 1 10０％

補償コンサルタント ２ ０ ０％ ４ ２ ５０％ １ １ １００％ ０ ０ ０％

その他の業種 ２２ ０ ０％ ３１ ０ ０％ ９ ０ ０％ 8 ０ ０％その他の業種 ２２ ０ ０％ ３１ ０ ０％ ９ ０ ０％ 8 ０ ０％

総 計 ４８ １１ ２３％ ６６ １２ １８％ ３０ ７ ２３％ 17 3 18％
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